
歳出・市税を市民一人当たりにすると
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平
成
21
年
度
は
、
第
一
次
柳
川
市
総
合
計

画
に
掲
げ
た
施
策
を
進
め
る
と
と
も
に
、
市

長
マ
ニ
フ
ェ
ス
ト
に
沿
っ
た
ま
ち
づ
く
り
を

展
開
し
ま
し
た
。
ま
た
、
行
財
政
改
革
に
も

積
極
的
に
取
り
組
み
ま
し
た
。

　

決
算
額
は
、
歳
入
２
９
１
億
５
４
９
８
万

円
、
歳
出
２
８
０
億
７
１
６
６
万
円
、
差
し

引
き
10
億
８
３
３
２
万
円
。
こ
れ
か
ら
22
年

度
へ
繰
り
越
し
た
事
業
に
あ
て
る
１
億
８
８

２
８
万
円
を
差
し
引
き
、
実
質
収
支
で
８
億

９
５
０
４
万
円
の
黒
字
と
な
り
ま
し
た
。

市
税
は
64
億
２
５
１
７
万
円

　

歳
入
総
額
は
、
前
年
度
に
比
べ
る
と

10
・
２
％
増
の
２
９
１
億
５
４
９
８
万
円

で
す
。
歳
入
の
内
訳
を
み
る
と
、
皆
さ
ん

が
納
め
た
市
税
は
、
歳
入
全
体
の
22
％
に

あ
た
る
64
億
２
５
１
７
万
円
で
、
景
気
の

低
迷
や
固
定
資
産
税
の
評
価
替
え
な
ど
に

よ
り
前
年
度
に
比
べ
２
億
２
８
１
６
万
円

の
減
少
と
な
り
ま
し
た
。

　

ま
た
国
か
ら
の
地
方
交
付
税
は
、
歳
入

全
体
の
31
・
４
％
に
あ
た
る
91
億
６
３
４

９
万
円
。
普
通
交
付
税
に
「
地
域
雇
用
創

出
推
進
費
」
の
創
設
な
ど
に
よ
り
、
前
年

度
よ
り
４
億
１
９
１
５
万
円
増
え
ま
し
た
。

　

市
債
は
、
前
年
度
よ
り
２
億
１
５
４
０

万
円
多
い
20
億
８
０
１
０
万
円
。
９
億
８

７
７
０
万
円
を
公
共
事
業
の
財
源
に
使
い
、

残
り
10
億
９
２
４
０
万
円
は
臨
時
財
政
対

策
債
を
借
り
入
れ
ま
し
た
。
な
お
道
路
や
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水
路
の
整
備
な
ど
の
６
事
業
に
合
併
特
例

債
８
億
２
８
２
０
万
円
を
活
用
し
ま
し
た
。

歳
出
は
7.8
％
増
の
２
８
１
億
円

　

歳
出
総
額
は
、
前
年
度
に
比
べ
7.8
％
増

の
２
８
０
億
７
１
６
６
万
円
と
な
り
ま
し

た
。

　

歳
出
を
目
的
別
に
み
る
と
、
民
生
費
が

１
０
０
億
２
８
７
万
円
と
前
年
度
に
比
べ

約
16
億
円
も
増
え
て
い
ま
す
。
こ
れ
は
平

成
20
年
度
の
繰
越
事
業
で
あ
る
定
額
給
付

金
給
付
事
業
、
約
11
億
円
な
ど
に
よ
る
も

の
で
す
。
土
木
費
は
道
路
整
備
や
柳
川
駅

東
部
土
地
区
画
整
理
事
業
を
行
っ
た
結
果

34
億
１
１
７
万
円
と
な
り
ま
し
た
。

　

性
質
別
で
は
、
義
務
的
経
費
で
あ
る
人

件
費
や
扶
助
費
、
公
債
費
が
、
前
年
度
に

比
べ
1.5
％
増
の
１
３
７
億
７
０
８
６
万
円

と
な
り
ま
し
た
。
こ
れ
は
人
件
費
が
職
員

減
に
よ
り
１
億
６
８
２
７
万
円
減
少
し
ま

し
た
が
、
公
債
費
で
地
方
債
の
繰
上
償
還

３
億
９
０
２
４
万
円
を
行
っ
た
こ
と
な
ど

に
よ
り
増
加
し
た
た
め
で
す
。
一
方
の
投

資
的
経
費
は
学
校
や
道
路
な
ど
市
民
生
活

基
盤
の
整
備
な
ど
に
使
う
経
費
や
災
害
復

旧
事
業
費
で
、
前
年
度
に
比
べ
10
・
３
％

増
の
46
億
９
３
８
０
万
円
に
な
り
ま
し
た
。

　

旧
市
町
の
均
衡
あ
る
ま
ち
づ
く
り
の
た

め
に
積
み
立
て
て
い
る
地
域
振
興
基
金
か

ら
は
、
城
内
小
学
校
学
校
施
設
整
備
事
業
、

漁
業
団
地
整
備
事
業
や
区
画
整
理
事
業
な

ど
の
４
事
業
に
１
億
６
８
０
０
万
円
を
活

用
し
ま
し
た
。（
５
ペ
ー
ジ
参
照
）。

　皆さんが納めた税金な

どがいくら入り、どのよ
うに使われたかなど、市
の台所事情を示すのが決
算です。今回は、9月の
市議会定例会で認定を受
けた平成 21年度の一般
会計決算などの概況をお
知らせします。
　問い合わせは、市財政
課（☎77・8432）まで。

【歳入】
●市税…市が独自に確保できる財源で、「市民税」や、土地・
家屋にかかる「固定資産税」、「市たばこ税」など
●地方交付税…市町村の財源の均衡化を目的に国から交付
●市債…資金調達のための借金で、長期にわたり返済
●国庫・県支出金…国や県から特定目的の達成のために交付
●地方消費税交付金…消費税を財源に、人口や従業者数によ
り市町村に配分
●地方譲与税…国税の自動車重量税や地方道路税などが譲与
【歳出】
●人件費…報酬、給料、職員手当、共済費など
●扶助費…生活保護や保育所など福祉や医療助成の経費
●公債費…市の借金の返済金
●物件費…賃金、旅費、需用費、委託料などの経費
●補助費等…補助金や一部事務組合などにかかる支出
●繰出金…一般会計から国民健康保険特別会計、老人保健特
別会計などへ支出された経費
●維持補修費…公共施設などを維持補修するための経費
●普通建設事業費…道路、住宅、学校など公共施設の建設費
●災害復旧事業費…大雨などで被害を受けた道路や水路など
を修理する経費

財政用語解説

民生費

土木費

土木費

公債費

衛生費

教育費

消防費

その他

0 30000 60000 90000 120000 150000

固定資産税4万3483円

市民税3万7745円

市たばこ税5133円

その他2315円

歳出 歳出歳出

市税市税農林水
産業費

13万8054円

1万6190円

1万539円

2万3655円

3万996円

3万1679円

4万20円

4万6941円

4万9356円

民生費

土木費

教育費

総務費

公債費

民生費

衛生費

消防費

その他

消防費 7億6365万円(2.7％)

商工費 6億3818万円（2.3％）

議会費 2億7040万円（1.0％）

災害復旧費 1億6964万円（0.6％）

労働費 6314万円（0.2％）

民生費
100億287万円
（35.6％）

土木費
34億117万円
 （12.1％）

教育費
22億4587万円
（8.0％）

総務費
28億9970万円
（10.3％）

公債費
35億7610万円
（12.7％）

　衛生費
17億1392万円

　　　（6.1％）

農林水産業費
22億9535万円
　　（8.2％） 280億7166万円

歳出歳出

諸支出金 3168万円（0.1％）

決
算
報
告

20億8010万円

23億3290万円

12億5360万円 　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　

市税
64億2517万円
（22.0％）

その他①
（8.0％）

地方交付税
91億6349万円
（31.4％）

国庫支出金
55億6727万円
（19.1％）

県支出金
23億3244万円
（8.0％）

市債
（7.1％）

その他②
（4.4％）

【その他①内訳】
  諸収入
  繰越金
  分担金及び負担金
  
  使用料及び手数料 
  
  繰入金
  財産収入
  寄付金

【その他②内訳】
  地方消費税交付金

  地方譲与税

  自動車取得税交付金

  地方特例交付金

  利子割交付金

  交通安全対策特別交付金
 
  配当割交付金

  株式等譲渡所得割交付金

7億7288万円
4億2685万円

　　4億2252万円

3億5063万円
2億7931万円

7832万円
239万円

6億4703万円

3億3337万円

1億1844万円

1億255万円

2538万円

1539万円

735万円

409万円

      203億9690万円  (7
0.0

%)

291億5498万円

歳入歳入

自主

財
源

依存財源

 87億5807万
円
（
30.0％

）

※��四捨五入の関係で
合計が一致しない
場合があります。

個人市民税
24億614万円
（37.4％）

法人市民税
3億2873万円
（5.1％）

市たばこ税
3億7194万円
（5.8％）

軽自動車税 
1億6122万円（2.5％）

入湯税 650万円（0.1％）
都市計画税 3万円（0.0％）

固定資産税
31億5060万円
（49.0％）

市民税
27億3487万円
（42.6％）

　市税は市が独自に確保できる財源で、歳入全体の
22％を占めています。市税は前年度と比べ 2億 2816
万円減少しています。

市税64億 2517万円の内訳

【その他内訳】
積立金
投資・出資・貸付金
維持補修費

3億7287万円
4億4080万円
1億4258万円

その他（3.4％）
9億5625万円

災害復旧事業費
1億3900万円（0.5％）

47億2996万円

35億9222万円

扶助費
（19.4％）

人件費
（16.9％）

公債費
（12.8％）

物件費
（10.2％）

繰出金
（9.9％）

補助費等
（10.7％）

普通建設
事業費

30億1098万円

27億8275万円

28億5251万円

45億5480万円 54億4868万円

（16.2％）

その他の経費
（34.2％）

義務的経費
（49.1％）

投資的経費
（16.7％）

歳出を性質別にすると

※性質別の分析は、一般会計 280 億 7166 万円から、
広域連合派遣職員人件費729万円を差し引き、住宅新築
資金等特別会計278万円 ( 一般会計からの繰入金1338
万円を除く)の合計額280億6715万円で行っています。

※歳出合計は38万7430円、市税合計は8万8677円。
平成22年 3月 31日現在の人口、7万 2456人で算出。

平成21年度

決算報告

平
成
21
年
度
の
決
算
は
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▷生活保護費 15
億 3382 万 円 ▷
定額給付金給付

事業 11 億 4733 万円▷後期高齢者医療事業 10 億
923 万円▷介護保険事業 7 億 5282 万円▷保育所施
設整備事業補助金 1 億 4281 万円▷小中学校耐震診断
委託料 8011 万円▷子育て応援特別手当事業 3779 万
円▷在宅等子育て支援事業 2298 万円▷グループホー
ムへのスプリンクラー整備補助 2266 万円

▷柳川駅東部土地区画整理事
業 8 億 185 万円▷市町村道整
備事業 5 億 2263 万円▷道路
新設改良事業 2 億 9597 万円
▷密集住宅市街地整備促進事
業 2 億 7605 万円▷中山団地
建替事業 2 億 2754 万円▷塩
塚川高潮対策番所橋架替事業
3727 万円▷三橋筑紫橋線都市計画街路事業費負担金
1138 万円▷景観計画策定業務委託料 793 万円

社会基盤の整備

▷中小企業者等経営安定資金
融資預託金 4 億円▷漁業団
地整備事業 3 億 5470 万円

▷県営農村振興総合整備事業負担金 1 億 170 万円▷
農山漁村活性化プロジェクト支援交付金事業 9136 万
円▷国営造成施設基幹水利施設管理事業 8117 万円▷
強い農業づくり交付金補助金 7865 万円▷プレミアム
商品券事業補助 2170 万円

産業の振興

▽電算推進費 2 億 940 万円▷土地開
発公社土地取得費 3168 万円▷衆議院
議員選挙費 2303 万円▷市長選挙費

1678 万円▷行政評価推進費 462 万円▷水フェスタ
補助金 300 万円

その他

▼
実
質
赤
字
比
率
＝
赤
字
な
し

　

普
通
会
計
（
本
市
の
場
合
は
、

一
般
会
計
、
住
宅
新
築
資
金
等

特
別
会
計
お
よ
び
公
共
用
地
先

行
取
得
等
特
別
会
計
を
含
め
た

も
の
）
の
赤
字
の
状
況
を
指
標

化
し
た
数
値
で
す
。
前
年
度
に

引
き
続
き
、
平
成
21
年
度
も
黒

字
（
赤
字
で
な
い
）
で
あ
る
た

め
、
数
値
が
出
て
い
ま
せ
ん
。

▼
連
結
実
質
赤
字
比
率
＝
赤
字

な
し

　

普
通
会
計
だ
け
で
な
く
、
国

民
健
康
保
険
特
別
会
計
や
水
道

事
業
会
計
な
ど
す
べ
て
の
会
計

の
赤
字
や
黒
字
を
合
算
し
た
う

え
で
、
赤
字
の
状
況
を
指
標
化

し
た
数
値
で
す
。
前
年
度
に
引

き
続
き
、
平
成
21
年
度
も
黒
字

で
あ
る
た
め
、
数
値
が
出
て
い

ま
せ
ん
。

▼
実
質
公
債
費
比
率
＝
13
・

６
％

　

普
通
会
計
が
負
担
す
る
借
入

金
の
返
済
額
な
ど
の
大
き
さ
を

指
標
化
し
た
数
値
で
す
。
数
値

が
大
き
く
な
る
ほ
ど
借
入
金
の

返
済
額
の
比
率
が
大
き
い
こ
と

を
示
し
ま
す
。
平
成
21
年
度
は
、

前
年
度
に
比
べ
0.7
％
改
善
し

ま
し
た
（
平
成
20
年
度
＝
14
・

３
％
）。

▼
将
来
負
担
比
率
＝
75
・
７
％

　

地
方
債
残
高
や
職
員
の
退
職

金
負
担
見
込
み
額
な
ど
将
来
負

担
す
べ
き
実
質
的
な
負
債
額
を

指
標
化
し
た
数
値
で
す
。
数
値

が
大
き
く
な
る
ほ
ど
、
将
来
見

込
ま
れ
る
負
担
が
大
き
い
こ
と

を
示
し
ま
す
。
な
お
、
前
年
度

に
比
べ
12
・
９
％
改
善
し
ま
し

た
（
平
成
20
年
度
＝
88
・
６
％
）。

■
そ
の
ほ
か
の
財
政
指
標

○
経
常
収
支
比
率
＝
90
・
９
％

　

財
政
構
造
の
弾
力
性
を
見
る

指
数
で
、
経
常
的
に
収
入
さ
れ

る
一
般
財
源
が
、
人
件
費
、
扶

助
費
、
公
債
費
な
ど
の
経
常
的

に
支
出
さ
れ
る
経
費
に
ど
れ
だ

け
充
て
ら
れ
た
か
を
み
ま
す
。

こ
の
比
率
が
低
い
ほ
ど
、
財
政

構
造
が
弾
力
性
に
富
ん
で
い
る

こ
と
を
表
し
、
前
年
度
に
比
べ

2.2
％
改
善
し
ま
し
た
（
平
成
20

年
度
＝
93
・
１
％
）。

○
財
政
力
指
数
＝
０
・
48

　

基
準
に
よ
り
算
出
し
た
税
収

と
し
て
見
込
ま
れ
る
額
を
、
市

を
運
営
す
る
の
に
必
要
と
認
め

ら
れ
る
額
で
割
っ
た
数
値
の
、

過
去
3
年
間
の
平
均
値
で
す
。

財
政
力
を
現
す
指
標
で
１
に
近

い
ほ
ど
財
源
に
余
裕
が
あ
る
と

さ
れ
ま
す
。
前
年
度
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り
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年
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104
億
円
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億
円
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億
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億
円

329
億
円

320
億
円

325
億
円

336
億
円

100
億
円

339
億
円

市債(借金 )と基金(貯金 )

地域振興基金の活用状況
　地域振興基金とは、合併前にあった基金を旧市町ごと
にまとめた３つの基金で、旧市町単位の均衡あるまちづ
くりのため活用されています。

6000 万円
2000 万円

1億 6800万円　　　　合計

平
成
21
年
度

 

柳
川 

大
和 

三
橋

■平成 21 年度末現在高
6 億 2346 万円
5 億 377 万円

14 億 1896 万円
25億 4619万円

柳川地域振興基金
大和地域振興基金
三橋地域振興基金
　　　　　合計

主な事業
平成21年度　決算報告
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決算報告

健
全
化
判
断
比
率
、
資
金
不
足
比
率
と
も

健
全
化
の
基
準
内
に
収
ま
る

　

自
治
体
の
財
政
破
綻
を
未

然
に
防
ぎ
、
悪
化
し
た
団
体
に

早
期
の
健
全
化
を
促
す
た
め
、

平
成
19
年
６
月
に
「
地
方
公
共

団
体
の
財
政
の
健
全
化
に
関

す
る
法
律
」
が
制
定
さ
れ
ま
し

た
。

　

こ
の
法
律
は
、
一
般
会
計
だ

け
で
は
な
く
、
公
営
企
業
や
土

地
開
発
公
社
な
ど
を
含
め
た

前
年
度
決
算
に
基
づ
く
、「
実

質
赤
字
比
率
」「
連
結
実
質
赤

字
比
率
」「
実
質
公
債
費
比
率
」

「
将
来
負
担
比
率
」
の
４
つ
の

健
全
化
判
断
比
率
（
左
ペ
ー
ジ

に
解
説
）、
と
公
営
企
業
の
経

営
状
況
を
示
す
「
資
金
不
足

比
率
」
を
算
定
す
る
こ
と
で
、

深
刻
な
財
政
状
態
に
な
る
前

の
早
い
段
階
で
財
政
健
全
化

を
図
る
も
の
で
す
。

　

本
市
の
財
政
健
全
化
判
断

比
率
は
、
い
ず
れ
の
指
標
も
早

期
健
全
化
基
準
を
下
回
り
ま

し
た
。
ま
た
、
資
金
不
足
に

な
っ
た
公
営
企
業
が
な
か
っ

た
た
め
、
資
金
不
足
比
率
は
出

て
い
ま
せ
ん
（
左
表
）。

　

健
全
な
財
政
運
営
は
市
政

運
営
の
基
本
で
す
。
今
後
と
も

指
標
の
動
向
に
注
意
を
払
っ

て
い
く
必
要
が
あ
り
ま
す
。

平成21
年度実績

早期健全
化基準

財政再生
基準

実質赤字比率 ― 12.68％ 20.00％

連結実質赤字比率 ― 17.68％ 40.00％
実質公債費比率 13.6％ 25.0％ 35.0％
将来負担比率 75.7％ 350.0％ �

平成21年度
実績

経営健全化
基準

水道事業会計 ― 20.00％

下水道事業特別会計 ― 20.00％

【健全化判断比率】

【資金不足比率】

※実質赤字額、連結赤字額がないため「－」と表示
※早期健全化基準を超えると、いわゆる「イ
エローカード」、財政再生基準を超えると、い
わゆる「レッドカード」状態

※資金不足がないため、「－」と表示

城内小学校施設整備事業 
柳河小学校プール整備事業

教育・福祉の充実

ふるさと元気応援基金の運用状況
　本市では平成 20年度から「ふるさと元気応援基金」
を設置し、市内、市外を問わず、寄付があった場合は使
いみちを指定して、この基金に積み立てています。21
年度は 12件 179 万円の寄付があり、小中学校への図
書やニュースポーツ備品購入に 150 万円の活用を行い
ました。
　21年度末の基金残高は下表のとおりとなっています。

233万円
10万円
15万円
211万円
9万円
50万円
528万円

1. 子どもたちへの教育サポート事業
2. 掘割や自然環境の保全サポート事業
3. 歴史・文化サポート事業
4. 高齢者サポート事業
5. 産業活性化サポート事業
6. 健康スポーツサポート事業
　　　　合　計

漁業団地整備事業                      800 万円

柳川駅東部土地区画整理事業      8000 万円

▷公共下水道事業
負担金 5 億 2350
万 円 ▷ 塵 芥 処 理

費 4 億 1863 万円▷し尿処理費 2 億 7472 万円▷小
型合併処理浄化槽設
置 事 業 補 助 金 1 億
8403 万円▷救急自
動車・消防自動車購
入 6029 万円▷妊婦
健康診査事業 4207
万円▷健康診査がん
検診事業 3923 万円

生活環境の保全

補助の上乗せを行っている
合併処理浄化槽設置補助金

整備が進む柳川駅東
部土地区画整理事業


